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概要-1 

 

概要 

 

最終更新日 2023 年 10 月 19 日 

プロジェクト名 超高圧水素インフラ本格普及技術研究開発事業 プロジェクト番号 P18011 

担当推進部/ 
ＰＭｇｒまたは担当者 
及び METI 担当課 

次世代電池・水素部 横本克巳（2018 年 6 月～2020 年 11 月） 
スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 大平英二（2021 年 8 月～2023 年 6 月現在） 

０．事業の概要 

 ２０２５年以降のＦＣＶ及び水素ステーションの本格普及、２０３０年以降の水素ステーションの事
業自立化に向け、国内規制適正化・国際基準調和・国際標準化に関する研究開発、ＦＣＶ及び水素
ステーション用低コスト機器・部品等の研究開発を行い、一連の機器及びシステムのコスト低減、ＦＣＶ
の普及展開及び国際競争力確保に資する研究開発等を行う。 
・ 本格普及期に向けた水素ステーションの安全性、新たな水素特性判断基準の導入に資する研究開

発等を行う。 
・ 水素ステーションの規格化・標準化、モジュール化、運営費低減、高圧対応高分子技術、次世代向

け水素ステーションに資する研究開発を行う。 
・ ＩＳＯ、ＨＦＣＶ－ＧＴＲ、国際会議等を通じて、海外の政策・市場・研究開発動向を把握し、

国内への適切な情報発信、及び日本の政策や技術開発への影響分析等に資する研究開発等を行
う。 

 
１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

 
1.1 本事業の位置

付け・意義 

（１）政策上の位置付け 
 「第４次エネルギー基本計画」（２０１４年４月閣議決定）では、「水素をエネルギーとして利用す
る”水素社会”についての包括的な検討を進めるべき時期に差し掛かっている」等の記載が盛り込まれてお
り、多様化する柔軟なエネルギー需要構造の構築に取り組むこととされている。 

更に２０１７年１２月には再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議にて「水素基本戦略」が発表
され、２０５０年を視野に目指す目標や官民が共有すべき方向性・ビジョンが示された。 

経済産業省資源エネルギー庁にて作成された「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（２０１６年改
訂）に、フェーズ１として運輸部門においての水素の利活用として水素ステーションの整備、ＦＣＶの普及
目標値が明記されている。また、未来投資戦略２０１７では水素ステーションの戦略的整備に向けた官
民一体の新たな推進体制の構築、コスト低減等に向けた技術開発・実証、新たな規制改革実施計画に
基づく水素ステーションの保安管理等に関する規制改革をパッケージで推進しＦＣＶ、ＦＣバス、水素ス
テーションの普及を加速化すると記載されている。 
 
（２）NEDO が関与する意義 

FCV・水素ステーションの普及拡大に向けた規制見直し・技術開発は、以下の観点から NEDO が持つ
知識、実績を活かして推進すべき事業である。 

・エネルギー政策上の重要度が高く、社会的必要性が大きい。 
・水素・燃料電池産業の競争力強化に貢献。 
・規制見直しの推進には、 産官学の緊密な連携が必要。 
・水素供給インフラについては FCV 普及初期の市場が限られるため、民間単独では開発リスクが大き
い。 
・本格的普及、自立化に必要な規格化・標準化は全体として取組。 
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（３）実施の効果 

市場規模予測（出典：富士経済「2023 年版水素燃料関連市場の将来展望」） 
・水素ステーション  40 億円（2022 年） 

339 億円（2030 年） 
・FCV 用水素燃料   9 億円（2020 年） 

433 億円（2030 年） 
 

1.2 アウトカム達成
までの道筋 

 本研究開発を通して得られた成果は機構および実施者と共に社会実装に努める。また、本事業で扱って
いたテーマの内、更なるコスト低減が見込めるテーマ、大型燃料電池車向けの計量・充填技術、および
ISO/TC197 の国際標準化に向けた取り組みついては、後継事業である競争的な水素サプライチェーン構
築に向けた技術開発事業において、継続して研究開発を実施し、水素ステーションコストの更なる低減、お
よび大規模化への対応を継続して実施することで、アウトカム達成を目指す。 
 一方で、水素基本戦略にも記載の通り、FCV 台数および水素ステーション設置数が当初目標から乖離
している現状を踏まえて、アウトカム目標の見直しについても機構および資源エネルギー庁ともに検討し、水
素ステーションの自律的展開を達成する。 

1.3 知的財産・標
準化戦略 

① 成果の普及 
得られた研究開発の成果は、機構及び実施者ともに普及に努める。 

② 標準化等との連携 
得られた研究開発の成果については、知的基盤整備事業または国際標準化等との連携を図るた
め、データベースへのデータ提供、標準技術情報（ＴＲ）制度への提案等を戦略的かつ積極的に
行う。 

③ 知的財産権の帰属 
委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技
術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則として、
すべて委託先に帰属させることとする。 

④ 知財マネジメントに係る運用 
本プロジェクトは、「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針」を適用する。 

２．目標及び達成状況 

 
2.1 アウトカム目標

及び達成見込み 

（１）アウトカム目標 
水素ステーション（固定式オフサイトステーション・３００Ｎｍ３／ｈ）のコスト 
２０２５年以降に、 
・ 整備費を２．０億円以下まで低減させる。 
・ 運営費を現行の１／２以下まで低減させる。 
上記目標値は、本事業で実施しない部分の規制見直し、民間企業等の取り組みを含めている。 
 
（２）アウトカム目標の達成見込み 
運営費については、本事業の研究開発によって 2030 年度におけるコストが研究成果の社会実装が進め
ば、達成できる見込みがある。一方で、整備費（主に圧縮機、蓄圧器、および工事費）については、当初
想定よりもコスト低減効果が小さいこと、および目標達成時期が 2030 年よりも後になる見込みであること
から、全体としては目標達成が見込めない状況。 
水素ステーション自立化のために必要とされるテーマについては、「競争的な水素サプライチェーン構築に向け
た技術開発事業」において、更なるコストダウンに向けた研究開発を継続する。一方で、ロードマップ目標は
水素ステーション構成機器の量産・大量受注を前提としているが、昨今の水素ステーションの建設数が増え
ていない状況から、本目標の前提が崩れている。上記状況から、水素基本戦略には、水素ステーション自
立化のための目標見直しを実施するとの記載がある。 
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2.2 アウトプット目標

及び達成状況 

研究開発項目Ⅰ：「国内規制適正化に関わる技術開発」 
 
・アウトプット目標 
主に汎用材料の適用範囲拡大に関し、高圧水素下での評価試験結果を基に基準案作成を行う。 
・達成状況 

 リスクアセスメントを実施し法規・基準の見直し緩和を図り新たな技術基準案を策定した。 
 汎用性ステンレスの使用可能範囲拡大のための新たな水素特性判断基準を制定し、Ni 当量低減

を図った。 
 
研究開発項目Ⅱ：「水素ステーションのコスト低減等に関連する技術開発」 
・アウトプット目標 
水素ステーションを構成する機器、部品等の実用化見通し及びコスト低減効果を検証し、水素ステーション
設備コスト低減の目処付けを行う。 
・達成状況 
◆技術開発及び新たな評価法を見いだすことで、運営コスト（メンテナンスコスト、消費電力、交換頻
度）の低減や部材の長寿命化の目処を付けた。 
 
研究開発項目Ⅲ：「国際展開、国際標準化等に関する研究開発」 
・アウトプット目標 

 水素ステーション関連技術の国際標準化、ＦＣＶにおける国内規制の適正化・国際基準調和・国
際標準化等に資するデータ取得を行う。 

 ＩＥＡ等海外の政策・市場・研究開発動向に係る情報を収集し、国内に発信する。 
・達成状況 

 国際規格策定について世界をリードし、標準化活動に係る国際連携の推進を実施し、日本の産業
振興・競争力強化を図った。 

 
３．マネジメント 

  3.1 実施体制 

経産省担当原課 
資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 
新エネルギーシステム課 水素・燃料電池戦略室 

プロジェクトリーダー ― 

プロジェクトマネージ
ャー 

次世代電池・水素部 横本克巳（2018 年 6 月～2020 年 11 月） 
スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 大平英二（2020 年 8 月～
2023 年 6 月現在） 

委託先 

研究開発項目１ 
［委託先］ 
(一財)石油エネルギー技術センター、(一財)石油エネルギー技術センター、高圧ガ
ス保安協会、(大)九州大学、(一財)金属系材料研究開発センター、日本製鉄
(株)、愛知製鋼(株)、(株)日本製鋼所、(国研)物質・材料研究機構 
 
研究開発項目２  
［委託先］ 
ＪＦＥスチール(株)、ＪＦＥコンテイナー(株)、千代田化工建設(株)、(一財)石
油エネルギー技術センター、高圧ガス保安協会、(大)東京大学、(株)日本製鋼
所、(一社)水素供給利用技術協会、(大)九州大学、(一財)化学物質評価研
究機構、ＮＯＫ(株)、髙石工業(株)、日本ピラー工業(株)、(株)キッツ、(株)フ
ジキン、(株)タツノ、トキコシステムソリューションズ(株)、(大)九州大学、(一社)日
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本ゴム工業会、ＥＮＥＯＳ(株)、(株)本田技術研究所、トキコシステムソリュー
ションズ(株)、(一社)水素供給利用技術協会、 (一財)金属系材料研究開発セ
ンター、日本製鉄(株)、ヌヴォトンテクノロジージャパン(株) 、(株)四国総合研究
所、(国研)産業技術総合研究所、日本重化学工業(株)、(国研)産業技術総
合研究所、岩谷産業(株)、(株)タツノ、トキコシステムソリューションズ(株)、(一
社)水素供給利用技術協会、(一財)日本自動車研究所 
  
研究開発項目３ 
［委託先］ 
(一社)水素供給利用技術協会、(一財)日本自動車研究所、(一財)日本自動
車研究所、(株)大和総研、(国研)産業技術総合研究所、NTT アノードエナジー
(株)、豊田通商(株) 
 
 

 

3.2 受益者負担の
考え方 
 
 
事業費推移 
（単位：百万円） 

主な実施事項 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy 2023fy  

研究開発項目 1 
国内規制適正化 

       

研究開発項目２ 
水素 ST コスト低減 

       

研究開発項目３ 
国際展開標準化 

       

会計・勘定 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 2022fy 2023fy 総額 

一般会計 - - - - - - - 

特別会計（需給） 1,611 2,579 2,295 3,260 6,091 53 15,890 

開発成果促進財源 - - - - - - - 

総 NEDO 負担額 1,611 2,579 2,295 3,260 6,091 53 15,890 

3.3 研究開発計画  

 

情勢変化への対
応 

2023 年 6 月の水素基本戦略改定版に記載の通り、HDV 普及に伴う商用ステーションの大規模化の流
れを見据えて、2020 年に新たなテーマを採択し、浪江町に HDV 充填センターを建設するなど、市場の流
れに対応した開発項目選定およびスケジュールの設定を実施した。 

中間評価結果へ
の対応 

研究開発マネジメント 
【１】目標設定に関しては、整備費・運営費の削
減等の目標は総合的なものであり、個々の要素が
適切に構成され管理される必要がある。 

技術検討委員会を定期的に開催し、各研究開発
テーマの実用化により期待される水素ステーションの
設置・運営費用削減効果について、実用化時期に
留意しつつ横串を入れて整理した。また、世界市場
の動向についての最新情報を積極的に収集し、個
別テーマへフィードバックすることで実施者のモチベー
ション向上に繋げた。年に一度成果報告会を開催
し、情報発信に努めた。 

研究開発マネジメント 
【２】本事業は、商用ステーションの設置と並行して
技術開発を進めるという特殊性から、開発成果の
反映にはスピード感が求められる一方で、将来に向
けた着実な成果も求められる。また、開発項目の
選定や開発スケジュールの的確な設定、さらには技

個々の研究開発テーマについて、ターゲットとする出
口を明確にしつつ、テーマ設定やスケジュールの妥当
性、知財戦略等、技術委員会等において検証し、
必要に応じて見直しを行った。また、HDV 普及に伴
う商用ステーションの大規模化の流れを見据えて、
浪江町に HDV 充填センターを建設するなど、市場
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術の公開・標準化によってコスト低減をはかるべきテ
ーマか、独自性を保つことによって競争力を維持す
るべきテーマかの適切な選別等、NEDO のマネジ
メントに期待したい。 

の流れに対応した開発項目およびスケジュールの設
定を実施した。 

研究開発成果 
【３】今後、国内外で水素戦略をリードするために
は、知的財産権の出願・審査請求・登録を、競合
国や競合企業との関係を考慮して適切に実施して
いただく。 

研究開発成果が流出するリスクに留意し、適宜、事
業実施者と知的財産権の出願要否を検討した。ま
た、国際標準関連テーマ（ISO および GTR）につ
いては、オープン/クローズ戦略に基づいて議論を行
い、公開/非公開の内容を明確に区別した。 

研究開発成果 
【４】各国の R&D 情報を吸い上げ、新規アイディ
アの採択と率先実施等により、国際的に優位性の
ある技術やコンセプトの育成も行っていくことを期待
したい。 

諸外国の水素ステーションに関する事業動向につい
て、各国関係者との意見交換を継続的に実施し、
最新情報の収集・分析を行った。具体的には、
NOW や DOE との国際インフラワークショップに運営
メンバーとして参画し、参加メンバーの選定を行った
上で、各国の情報収集を行った。また、技術委員会
等を通じて、研究開発項目の追加等、柔軟な事業
運営を行った。 

成果の実用化に向けた取り組み及び見通し 
【５】製品の国内での社会実装に加え、国外へのイ
ンフラ輸出も視野に入れ、市場調査、競合技術評
価、市場機会分析といった、世界市場の分析と国
際展開に必要な戦略情報のさらなる収集が望まれ
る。 

2020 年度で終了予定であった「水素社会に係る
国際関連機関等研究・政策動向に関する調査研
究」（大和総研）を 2 年間期間延長し、本事業
終了時まで継続的に世界市場や国際展開に係る
情報の収集を行った。 

成果の実用化に向けた取り組み及び見通し 
【６】本事業への理解促進、支援の継続・拡大や
水素ステーション事業化への産業界の意欲を維
持・増大させるために、事業成果全体をまとめて、
水素ステーションの設置費用・運営費用が政府など
の目標に対してどの程度にまで到達／到達見込み
／到達可能性があるのかを、必要に応じてわかりや
すく示すことが望まれる。 

【１】の対応に同じ。 

評価に関する 
事項 

事前評価 2017 年度実施  担当部 新エネルギー部 
中間評価 2020 年度実施 担当部 次世代電池・水素部 
終了時評価 2023 年度実施 担当部 スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 

別添  

 

投稿論文 30 件 

特 許 「出願」26 件（うち国際出願 10 件） 

その他の外部発表 
（プレス発表等） 

「研究発表・講演・新聞・雑誌等への掲載」 234 件 

基本計画に関する事
項 

作成時期 2018 年 3 月 作成 

変更履歴 
2018 年 4 月 改訂（担当部を変更） 
2018 年 8 月 改訂（研究開発項目の内容を一部改訂） 
2020 年 8 月 改訂（プロジェクトマネージャーの追加） 

 




